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研究（Ⅰ～Ⅷ）」（以下では「基本判例」という）ジュリスト 1368 号～1375 号(2008
























ので、X らの新たな貸付について X らを担保権者として登録しなかった。この
ため、借入人の破産手続きにおいて X らは担保権のない一般債権者とされたが、
Y には担保債権者として本件ローン債権全額についての支払いがされた。Y は
自らが回収した金銭のうち X らの貸付割合に応じた金額を X らに支払ったが、







                                               
3 20 F.3d 375 (9th Cir., 1994).この判決については、黄前掲注(2)基本判例【７】参
照。 
4 ローン・パーティシペーション契約におけるエージェントの信認義務をニューヨー
ク州法によって否定した事例として、First National Bank Association v. Canadian 
Imperial Bank of Commerce, 1995 U.S. Dist. LEXIS 12105 がある。小塚荘一郎「デ
フォルトした借り手への対応をめぐる貸し手間の利害調整」ジュリスト 1373 号 117
頁以下、前掲注(2)基本判例【12】参照。同じくニューヨーク州法によってローン契約
のエージェントの信認義務を否定した事例として、Fidelity Summer Street Trust et 
al. v. Toronto Dominion and TD Securities, (United States District Court, Mass., 
2002), LEXIS 15276 がある。藤澤尚江「貸付人の地位の移転に対する制限」ジュリ
スト 1375 号 111 頁以下、前掲注(2)基本判例【16】参照。 

































例では、このような包括的な免責条項は相当な注意を払う義務（duty to take 
reasonable care）を果たしたエージェントを免責する役割を果たすとされてい
ることに注意する必要がある。すなわち、免責条項にかかわらず、相当な注意
を払う義務（duty to take reasonable care）は負担するのである。 
8
                                               
5 道垣内前掲注(2) 98 頁、基本判例【１】参照。 
6 20 F.3d377-378． 
7 民法 644 条は、受任者の注意義務について次のように定める。受任者は、委任の本
旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理する義務を負う。 
。 
8 Agasha Mugasha, The Law of Multi-Bank Financing Syndicated Loans and the 
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米国のローン・シンジケーション＆トレーディング・アソシエイション（Loan 






No Fiduciary Duty 
 
The Administrative Agent shall not have any duties or obligations 
except those expressly set forth herein and in the other Loan Documents. 
Without limiting the generality of the foregoing, the Administrative 
Agent  
 
 (a) shall not be subject to any fiduciary or other implied duties, 











                                                                                                                                         
Secondary Loan Market 9-19 (pp.411-412) (2007). 
9 http://www.lsta.org/ 
10 Richard Wight With Warren Cooke And Richard Gray, The LSTＡ’s Complete 
Credit Agreement Guide, (2009). 
11 http://www.loan-market-assoc.com/ 
12 “Multicurrency Revolving Facility Agreement”(2009)第 26 項である。 
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No fiduciary duties 
(a) Nothing in this Agreement constitutes the Agent or the Arranger as a 
trustee or fiduciary of any other person. 
 


































                                               
13 http://www.aplma.com/index.asp 

















No fiduciary duties 
(a)Nothing in this Agreement constitutes the Agent or the Arranger as 
a trustee (Treuhänder) of any other person. Neither the Agent nor the 
Arranger has any financial or commercial duty of care 








クレジット・ファシリティ契約書（平成 13 年度版）25 条(1)はエージェントの
権利義務を明示的に定められたものに限定し 19、25 条(3)は契約上の責務を果
たし権限を行使するにあたっての義務を善管注意義務（民 644 条参照）に限定





JSLA のリボルビング・クレジット・ファシリティ契約書 25 条(1)は次のよ
うに定める。 
 
                                               
16 “Multicurrency Term and Revolving Facilities Agreement”(2009)第 26 項である。 
17 財産管理者の義務については、ドイツ刑法 266 条 1 項（背任罪）参照。 
18 http://www.jsla.org/ 
19 タームローン契約書（平成 15 年版）21 条(1)も同旨。 
20 タームローン契約書（平成 15 年版）も 21 条（3）も同旨。 
21 タームローン契約書（平成 15 年版）21 条(4)も同旨。以上の点について 




























                                               
22 内田貴『民法 II 債権各論』が参照されている。第 2 版（2007 年）273 頁以下。 











































                                               
24 JSLA ローン・シンジケーション委員会作成・森綜合法律事務所監修「リボルビン
グ･クレジット･ファシリティ契約書（JSLA 平成 13 年度版）の解説」66 頁（2001 年）。 
25 JSLA 前掲注(24)66 頁脚注 20。 





27 『新版注釈会社法 第 2 補巻 平成 5 年改正』171 頁［神田秀樹］（1996 年）参照。 
28 道垣内弘人『信託法理と私法体系』148～149 頁（1996 年）参照。 

















としては、信認義務のほかに誠実義務がある。New Bank of New England, N.A. 
v. The Toronto-Dominion Bank33は、エージェントおよび多数貸付人の「黙示
の誠実義務」(“implied obligation of good faith”)が問題となった事件（以下で
は「New Bank of New England事件」という）である 34
New Bank of New England 事件では、原告は、多数貸付人には期限の利益








                                               
29 最判昭和 45・6・24 民集 24 巻 6 号 625 頁参照。むしろ、信認義務があれば善管注
意義務ありというべきであろう。 
30 道垣内前掲注(28)170 頁～173 頁参照。 
31 大村敦志「現代における委任契約――「契約と制度」をめぐる断章」、中田裕康・
道垣内弘人編『金融取引と民法法理』95 頁以下（2000 年）参照。 
32 以下の議論は、野村美明「シンジケートローン債権者間の多数決問題」ジュリスト
1374 号 83～86 頁、基本判例前掲注(2)による。 
33  768 F. Supp. 1017 (S.D.N.Y. 1991).  
34 この事件についての詳細は、野村前掲注(32)、前掲注(2)基本判例【13】参照。 

























                                               
35 768 F. Supp. 1022 (S.D.N.Y. 1991). 
36 Bristol and West Building Society v Mothew [1998]Ch.1 at 18 (1996)および 
Mugasha 前掲注(8）9.21 (p.412)参照。Bristol 判決は、” The distinguishing obligation 
of a fiduciary is the obligation of loyalty. The principal is entitled to the 
single-minded loyalty of his fiduciary.”という。もっとも、日本法上の忠実義務の一
般的理解とは異なり、利益相反の立場に身を置くこと自体が禁じられる。 
37 前掲注(36）Bristol 判決は、” A fiduciary must act in good faith.”という。 Mugasha
前掲注(8) 3.116 (pp.157-158)および Ellinger’s Modern Banking Law 129 (3d 
ed.,2002)参照。 
38 前掲注(5)本文参照。 
39 Uniform Commercial Code §1-304 は“obligation of good faith”, Restatement of 
the Law, Second, Contracts § 205 は”duty of good faith and fair dealing”を定める。
Uniform Commercial Code §1-201 (20)は一般的に” good faith”を”honesty in fact 
and the observance of reasonable commercial standards of fair dealing”と定義する。 
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については、それがまっとうさや公正、相当性についての社会の基準

























 New Bank of New England事件では、エージェントの責任を過失または故
意の違法行為に限定する条項も問題となった。このような条項は、適切な注意
。 
                                               
41 Restatement of the Law, Second, Contracts § 205, cmt. a. 
42 Kham & Nate's Shoes No. 2, Inc. v. First Bank of Whiting, 908 F.2d 1351, 1357 
(7th Cir 1990)( Easterbrook, J.).  
43 Uniform Commercial Code §1-304 cmt. 1 (2001). 
44 たとえば、Howard Oaks, Inc. v. Maryland National Bank, 810 F. Supp. 674 
(1993)参照. 
45 Ross Cranston, Principle of Banking Law 186 (2d ed., 2002), Restatement of the 
Law, Third, Agency § 8.01 cmt. d (1) (2006).  
46 黄掲注(2)基本判例【７】および森下哲朗「シンジケート・ローンにおけるアレンジ
ャー、エージェントの責任」上智法学論集 51 巻 2 号(2007 年)45-47 頁参照。 
47 単独構成員の行為に連帯責任が課され、単独構成員の行為は他の構成員を拘束する
からである。Ellinger 前掲注(37) 719 参照。 
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と技術のもとに行為した銀行を免責する趣旨である 48
 幹事銀行についてであるが、義務の程度は①相当な注意を払う義務（duty to 






ェントは適切な注意と技術を用いる義務(duty to exercise due care and skill)
すなわち相当な注意を払う義務（duty to take reasonable care）は負担するの



























                                               
48 Mugasha 前掲注(8) 9.18(p.411)、9.58(p.428)参照。 
49 Mugasha 前掲注(8)6.141(p.334)参照。 
50 内田前掲注(22) 273 頁参照。 














前述の New Bank of New England 事件判決の論理によっても正当化できる。 
つぎに、エージェントの責任を故意または過失の場合に制限する JSLA 契約
書 25 条(4)については、Chemical Bank 事件判決の考え方が参考になる。この
事件では、エージェントに信認義務違反の行為があったと認定されながら、「エ
ージェントは自己の重大な過失または故意の不正行為(gross negligence or 
willful misconduct)」による以外の責任を負わないという条項によって、エー
ジェントは免責された。この判決の考え方にしたがえば、エージェントの責任

















































特に懸念されるのは、LMA の契約書式やそれに準拠した APLMA の書式は、
                                               
51 JSLA「ローン・シンジケーション取引における行為規範」8 頁および 12 頁注 15
（2003 年）参照。 







書式は LMA 書式と大きく異なるのかが説明できないのである。 
シンジケートローンという金融手法はグローバル化しており、これを規律す
る契約書もグローバル化しているのに、日本法を準拠法とするシンジケートロ
ーン契約書が内と外で使い分けられているとすれば、その原因や理由が明らか
にされなければならないだろう。 
